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１．分析の手順 
前稿では、緑地の写真を分類するために必要である緑

地の種類と役割についてまとめたが、本稿ではそれをも

とにデータの構築を行い、評価を行う。まず撮影を行っ

た地点とその写真に写りこんでいる緑地の機能をデータ

化したもの(以降 PhotoPoint)を作成する。このデータを、

大分市緑の基本計画における各系統別保全計画のうち、

環境保全系統、防災系統、景観系統の配置方針図、同計

画のおける総合的配置方針図、自然環境情報 GIS（植生自

然度）のポリゴンデータにオーバーレイする。 
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 さらに、各系統別に設定されている保全ゾーンの上に、

どの緑地の機能をもった『PhotoPoint』がいくつ存在す

るかを把握する事により、各保全ゾーンにおける緑地の

機能の特性を明らかにする。 
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図 1 総合的な緑の配置方針図－撮影地点(PhotoPoint)
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．各系統別配置方針図 
まず、大分市緑の基本計画に定められている各系統別

置方針図のうち、環境保全系統、防災系統、景観系統

3 つの配置方針図において上記の方法で分析を行った。 

 

 

 図２～４は『PhotoPoint』の数をもとに、ゾーン内での各

機能を持った緑地の占める割合を示したものである。この図

から、環境保全系統、防災系統、景観系統などの比較的多

くの緑地が持っていると期待できる機能が大きな割合を

占めていることがわかる。反対にレクリエーション機能

や生産機能などの限られた緑地にのみ期待できる緑の機

能の割合は非常に小さく、現存する水田や畑、公園や広

場などの緑地は厳重な保全計画が必要であると考えられ

る。 
 さらに、これらの結果より系統別に定められた指定ゾ

ーンの中にもさまざまな緑地の機能が混在していること

が把握することができた。特に、レクリエーション機能

については農地の多い地域での割合が明らかに小さく、

これらの緑地は防災などの面からみても早急な保全、も

しくは新たな整備方針が必要であると考えられる。 
  
図２ 環境保全系統における緑の機能の割合
 on Green Preservation Method attention to Green 
s and Sight effects. (Part 2)  

     

―573―
図３ 防災系統における緑の機能の割
図４ 景観系統における緑の機能の
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環境保全機能 26.6%
レクリエーション機能 11.7%

防災機能 31.3%
景観機能 24.3%
生産機能 6.1%
total 100.0%

表１ 総合的配置方針図における機能別割合 
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３．緑地の機能と「緑の基本計画」 
 次に「大分市緑の基本計画」に定められている総合的

な緑地配置方針図における「緑地保全ゾーン」「農地保全

ゾーン」「共生ゾーン」「緑化推進ゾーン(住宅団地)」「緑
化推進ゾーン(既成市街地)」「都市公園、緩衝緑地の維
持」の各ゾーンと、「PhotoPoint」の関係について評価を行
った。 
 

 畑、緑の多い住宅地）
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ゾーン別に見るとまず、緑の骨格となる大規模な緑地

に定められた「緑地保全ゾーン」には環境保全、景観、

防災などといった割合が高く、自然型のレクリエーショ

ン緑地の存在が少ないため、これらの緑地の整備が必要

なことがわかった。「農地保全ゾーン」では、生産機能の

割合が大きいが、環境保全機能を持つ林、丘陵の存在も

大きく、反対にレクリエーション機能を持つ緑が非常に

少ないことが把握できた。「共生ゾーン」、「緑化推進ゾー

ン」では林、丘陵、社叢林などの緑地のほかに街路樹、

生垣などの小規模緑地の存在が大きく、これらの緑地の

保全が必要であると考えられる。「都市公園、緩衝緑地の

維持」ゾーンでは、レクリエーション機能以外にも、中

心市街地における街路樹が果たす景観機能、環境保全機

能の役割は大きく、更なる緑化が必要である事が明らか

となった。 
 
  
  
  
 
 
 
 
 
 
  
 
 
続いて、植生の自然度を示した、植生自然度(自然環境
情報 GIS)のデータを用いて「緑地の機能」との関係につ
いて分析を行った。最も注目すべき結果として挙げられ

るのが、市街地や住宅地、山間部など広い範囲にわたっ

てゾーンが分布している「自然林」のゾーンである。こ

のゾーンは環境保全機能の割合が高く、市街地などの緑

地の少ない地域とっては、まとまった緑地として、重要

な役割を果たしているといえる。これらの緑地は減少の

恐れがあるため、早急な保全がもっとも必要な緑地であ

るといえる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 植生自然度と緑の機能
 
４．総括 
 本研究では、緑地の写真を視覚的に分類し、撮影地点の

属性として GIS 上で管理することによって、「大分市緑の

基本計画」に定められている各ゾーンにおける緑地の機

能の割合を明らかした。その結果、各ゾーンの中にもさ

まざまな機能の緑地が混在しており、効果的な緑地の保

全、推進には、緑地の現状を把握し、緑の多面的な機能

を考慮に入れた計画を進めることが有効的であることが

わかった。 

今後の課題としては、撮影ポイントの均一化、専門家

による自然環境学からのアプローチを行うことによって、

さらに信頼性のある分類が可能であると考えられる。 

分析においては、土地被覆、NDVI などのデータとの関

係を分析することによって、今後どのような機能を持っ

た緑地の減少が予測され、保全が必要かということの予

測が可能になると考えられる。 
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